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The purpose of this study is to clarify the impact of housing policy focus on public housing during the post-war reconstruction 
period. Building process and change of land ownership were grasped by aerial photographs, map materials, newspaper 
databases and registry. As the result, the number of public housing units built was smaller than the required number. It was 
found that public housing pursued dwelling performance and location was selected based on the future potential, on the other 
hand general housing pointed to mass productivity. 
Key words: Nagasaki City, Reconstruction, War damage, Residential area planning, Social Housing 
１．はじめに 
1.1 研究背景と目的 













るため，1945 年 11 月に「戦災復興基本計画方針」を閣議決定
し，大規模な整備が開始された。翌年 9 月に特別都市計画法




























長崎市は 1945 年 8 月の原子爆弾により，市街地の約三分の
一が焦土と化した。文献文4）によると，市の建物被害戸数は，
建物総数 48,950 戸のうち全焼 11,574 戸，全壊 1,326 戸，半壊
5,509 戸と，爆心地を中心に広範囲に被害が及んだ（図 1）。 
2.2 長崎市における戦災復興事業と住宅政策 
2.2.1 都市計画事業及び土地区画整理事業計画 







箇所を除く 117 万坪を事業の対象とし，1946 年 9 月 30 日に
戦災復興土地区画整理区域を決定した。同年 12 月 14 日の戦
災復興院告示第 247 号で大橋以北の 63 万余坪を追加し，180
万坪に変更された。文献文5）によると，事業区域は旧市街地と
近隣住区を構成する地区の 8 工区（図 2）に分け，1950 年度
までに終了する計画とした。なお，当該復興計画は 1949 年の







































1945 年から 1949 年に庶民住宅 2,155 戸，1950 年から 1952









駅・茂里町周辺に 86 棟 172 戸，岩川町全体・坂本町の一部
に 607 棟 1,214 戸，旧城山住宅街一帯に 235 棟 475 戸の計
1,861 戸の簡易住宅を計画した。これらを 1945 年内に建設
し，分譲価格は 6 畳と 3 畳の 2間で 2,500 円とういう格安で
譲渡することになり，同年 10月 30 日までに焼跡居住者 600
人，その他 190 人が申し込んだ。さらに翌月初めには勝山国















1946 年 8 月 1 日，市は余裕住宅注8）の開放を市民へ呼び掛
けたが，提供されたのはわずか 40 戸であり，その後は市営住
宅の建設を進めた。1946 年中に計 332 戸，翌年には計 220 戸
の庶民住宅，1948 年には計 200 戸の賃貸の市営庶民住宅が建
設された。このほか戦災者引揚者緊急住宅注9）が計 100 戸，転
用住宅注 10）50 戸，引揚者住宅 10 戸，計 360 戸の公営住宅が
建設された。1949 年に 311 戸， 1950 年に 130 戸，1951 年度
は 118 戸と市営住宅の建設が進められた（表 2）。しかし，庶
民住宅の申込者数は 1948 年で 19 倍，1949 年で 15 倍，1950




あったことが分かっている。1946 年度には，市内で 332 戸，
翌年には 220 戸の木造庶民住宅が建設された。1952 年度まで
の累計戸数は 1,273 戸であり，これは公営木造住宅の 89.3%を
占める（図 5）。 
図4 長崎県下の公営住宅及び一般住宅 年度別建設戸数 
長崎県住宅事情 事業主体滅公営住宅建設戸数注6）より作成 





































































































表1 県営・市営住宅及び協会住宅 建設年表（上段・用途，下段・土地所有） 
22戦後復興期における長崎市の復興事業と  住宅政策が都市形成に与えた影響に関する研究











住宅復興 10 か年計画を樹立し，市内の年間建設戸数 7,800 戸
（うち公営住宅 2,890 戸）の計画を策定した。1952 年度まで
に県が建設した住宅累計戸数は 607 戸（図 7）であった。
【県営木造住宅】1948 年度から 1950 年度にかけて，4 団地
171 戸が住居地域に建設された（図 8）。文献文4）から，1948,1949
年度は，1 棟 2 戸で 6 畳，4.5 畳という平面がほとんどであっ
たが，1950 年度には 6 畳，4.5 畳（畳敷）3 畳（板張）の三間
型式のものがほとんどとなった。また，市営木造住宅の不燃
率が 4.4％と非常に低い値であるのに対し，県営木造住宅では
62％と 10 倍近い値となっており，質的向上がみられた。 
表 3 から，全 4 団地共に土地所有権が個人から県へ移転し
た時期と県営住宅建設時がおおよそ一致することから，県営
住宅建設にあたり県が個人から土地を買い取り，そこに新築











一方，大橋町は 1972 年に撤去後，1987 年にテニスコート






















図9 県営鉄筋コンクリート共同住宅及び特殊耐火構造住宅 建設場所注13） 
左上：酒屋町，右上：中川町，左下：大橋町 
団地 棟数 戸数 階数 型式
酒屋町 1棟 24戸 4階 48型
中川町 1棟 24戸 4階 48型
1棟 24戸 4階 49C
1棟 24戸 4階 50B
1棟 24戸 4階 50C-N
1棟 24戸 4階 50C-S
1棟 32戸 4階 51C-S
1棟 6戸 2階 52TB-1
1棟 8戸 2階 52FC
大橋町
図7 構造別 県営住宅建設戸数 
長崎県住宅事情 事業主体別公営住宅建設戸数注6）より作成 
図6 市営特殊耐火構造住宅及び協会住宅 建設場所及び戸数注13） 
右：家野町，左：住吉町 
団地 棟数 戸数 階数 型式
2棟 16戸 2階 52TB-1
2棟 16戸 2階 52FC
1棟 24戸 4階 49B-N
3棟 72戸 4階 49C
1棟 24戸 4階 50B-S
2棟 64戸 4階 50D
1棟 24戸 4階 51B-N


























された。1991 年に 4 棟が撤去，翌年に南北方向に 2 棟の県営










るので，4 階建てではなく 2 階建てとした。市内では 1952 年
度に大橋町に 14 戸を建設し，TB-1 型及び FC 型が採用され














この数字は 1950 年から 1952 年までの公営住宅建設戸数の
35％を占めている。 
住宅協会は個人の土地所有権を買い取り，1950 年度から





成した。なお，全住戸 268 戸の内訳は公社住宅 64 戸，市営住









図10 構造別 協会住宅建設戸数 
長崎県住宅事情 事業主体別公営住宅建設戸数注6）より作成 


































図15 竹の久保町のエリア分け 図16 竹の久保町の用途別区分（左から1966,1986,2010年） 






























斜面地であるエリア d，e では，1962 年時点で市営住宅やア
パート，新たな店舗が建設され，1979 年時点では駐車場の設



































































関しては 1 団地内に 10 棟以上建設されたものに絞る） 




注 6）長崎県住宅事情 1945-1952，事業主体別公営住宅建設戸 
数，pp.14-15 
注 7）原爆被災復元調査事業報告書（別冊）被災地復元図：岩 
川町 1945 年 8月 9 日被災直前，長崎市，p.19，1954 年 
注 8）使用上著しく余裕がある住宅。家屋内にある全部の畳数 
合計から現在居住している者 1 人に対し 5 畳ずつを控 






注 13）長崎県住宅事情 1945-1952，pp.67-70 
注 14）国土交通省国土地理院，地図・空中写真閲覧サービス， 
1962.7.30 
注 15）長崎民友新聞，1948 年 5月 19 日 
注 16）長崎民友新聞，1948 年 5月 30 日 
注 17）国土交通省国土地理院，地図・空中写真閲覧サービス， 
1948.1.13 
注 18）Google Maps（2020.10.15 参照）に加筆 
注 19）長崎市の用途地域マップ 
https://cityzone.mapexpert.net/ZoneMap（2020.12.17閲覧） 









文 4）長崎県住宅事情 1945-1952：長崎県土木部建築課，長崎 
県住宅協会，1953.12.25 
文 5）長崎市都市計画史 長崎の都市計画のあゆみ：長崎市都 
市計画部，1999.3 
文 6）長崎原爆戦災誌第一巻総説編改訂版：長崎原爆資料館, 
長崎市，2006.3.3
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